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1. はじめに

ドイツでは､最近､国際会計基準 (IAS/

IFRSl) を意識した､会計法の改正が議論され

ている｡2009年4月には､会計法現代化法 (das

GesetzzurModernisierungsdesBilanzrechts

(Bilanzrechtsmodernisierungsgesetz),以下､BilM

oGと記す)が可決され､同年5月に公布され

た2｡本法律の目的について､連邦政府案では

以下のように述べられていた｡

｢ドイツ企業は､現代化された会計基礎を必

要としている｡したがって､会計法現代化法の

目的は､商法会計を､持続的で､国際基準と比

較しても十分に価値のある､しかしそれでいて

コスト的に有利で､より単純な選択肢となるよ

うに開発することである｡｣(S.1)

BilMoGの目的は以下の2点にある｡

･小規模事業体のための規制緩和およびコスト

削減

･商法準拠個別決算書の表明力(Aussagekraft)3

の改善

それぞれの目的に対応する内容としては､た

とえば以下のものがあげられる (以下､BilMoG

により追加または変更された条項を ｢改正商法｣

と記す)0

･小規模事業体のコスト削減

決算日時点において2事業年度連続で売上高

が50万ユーロ以下または純利益が5万ユーロ以

下の個人商人は､簿記義務および棚卸資産目録

作成義務から免除される (改正商法第241a条)｡

･表明力の改善

①有価証券の時価 (beizulegenderZeitwert)に

よる評価の一部導入 (改正商法第253条第1項)40

②自己創設無形固定資産の借方計上禁止条項

(商法第248条第2項)を改め､借方計上を可能

にする5 (改正商法第248条第2項)｡

また､最終的なBilMoGの条文とはならなかっ

たが､2007年11月の連邦法務省案では､次の条

項が含まれていた｡

1 以後､本稿では､簡略化のため国際会計基準をたんにIFRSと記す｡

2 BilMoGが可決されるまでには､まず､2007年11月に連邦法務省よりBilMoG法案が公表され､2008年5月には､法務

省案に若干の変更を加えた連邦政府案が公表されていた｡この連邦政府案を基礎とし､さらに若干の変更を加えて成

立したものが､今回の法律である｡

3 表明力とは､投資家-の情報提供を念頭においたものであり､企業の財政状態や経営成績を外部に向けて伝える力

であると考えてよい｡

4 条文では､年金債務の金額が､有価証券の時価によってのみ決定づけられる場合に限り､当該債務のための引当金

は当該有価証券の時価でもって評価されなければならないとされている｡

5 借方計上を可能にするとは､借方計上の選択権を認めるということである｡
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③資本会社は､EUの承認手続を通過したIFRS

に準拠して個別決算書を作成することが可能と

なる (連邦法務省案第264e条)｡このときは､

附属説明書 (Anhang)において商法準拠の個

別決算書を示す｡

上記の改正案のうち､とくに表明力の改善で

あげられている各条項の例を見ると､①と②に

おいては､ドイツ商法会計において基本的な原

則とされてきた取得原価原則 (取得原価を評価

の上限とするという原則)や保守主義原則 (状

況が不確実な場合には悲観的な評価をするとい

う原則)の後退の可能性が見て取れる｡また､

③についてみてみると､資本会社の個別決算書

は､従来の規則では､商法に基づいて作成され

ることが基本であり､IFRS準拠のものは､情報

提供目的のために付加的に作成することが選択

権として認められているにすぎないが､当初の

連邦法務省案第264e条では､附属説明書で商

法準拠のものを示しさえすれば､情報提供目的

という限定なしにIFRS準拠の個別決算書を作成

することを可能とすることが提起されていた｡

本稿で注目したいのは､最終的な条文となっ

ているものよりもむしろ､法律の形成過程で削

除された連邦法務省案第264e条である｡ ドイ

ツでは､配当計算や税金計算は個別決算書にも

とづいて行われてきた｡しかし､連邦法務省案

に基づけば､資本会社がIFRS準拠の決算書作成

を選択すれば､商法準拠の個別決算書の方が､

逆に､附属説明書に収容される付加的な情報と

いうことになっていたのである｡かかる条項が

法案として当初提起されていたという事実は､

ドイツにおいて､IFRS-の準拠を個別決算書に

まで広げることが真剣に検討されていたことを

物語るものである｡

今回のBilMoGでは成立しなかったにせよ､

もし将来的にこのようなIFRS準拠の傾向がさら

に進めば､取得原価原則や保守主義原則ととも

にドイツ会計の基本的な原則の1つである基準

6 以下､Arbeitskreis[2002]と記す｡
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性の原則 (MaBgeblichkeitsprinzip､税務決算書

は商法決算書に基づいて作成されなければなら

ないとする原則)の存在意義そのものが問われ

ることになる可能性も否定できない｡法務省の

提起した第264e条が最終的な法案には含まれ

なかったということは､法案作成の過程におい

て､当該条項の適否について議論がたたかわさ

れたことを推測させる｡

本稿では､当初の連邦法務省案において､上

記第264e条が提起されていた事実に着目し､

税務会計の商法会計に対する基準性ということ

に関し､今後､どのような変化が考えられるの

か､いかなる形式での基準性が可能性としてあ

りうるのかについて､検討していく｡本稿での

検討が､国際会計基準の導入とそれに伴う制度

転換に関して､何らかの示唆を与えることがで

きれば幸甚である｡

2.基準性の方式

2-1.基準性の類型

基準性とは､課税所得計算をなんらかの会計

数値に基づいて行うことであると解される｡こ

こにおいて､どの会計数値を基礎とするかが問

題となる｡ ドイツでは､所得税法 (EStG)第

5条第1項第1文において､商法上の正規の簿

記の諸原則 (GoB)の､課税所得計算に対する

基準性が規定されている｡簡単に言えば､課税

所得は､商法に準拠して作成された個別決算書

の数値を基礎として計算されるということである｡

かかる状況下で､個別決算書にIFRSが適用さ

れることになれば､必然的に以下のような疑問

が生ずる｡すなわち､課税所得計算のために､

税法において独立の規定が作成されなければな

らないのかどうかという疑問である (Arbeitskr

eisBilanzrechtderHochschullehrerRechtswisse

nscha氏[2002]6S.2372)｡ というのも､個別決算

書にIFRSを適用するということは､その時点で



決算書が商法準拠のものではなくなり､上記の

所得税法の規定が意味を持たなくなる｡そうで

あれば､これとは別に､課税所得計算に関する

規則が必要となってくると考えられるからである｡

個別決算書-のIFRSの適用が現実味を帯びて

いる以上､上記のような疑問も含め､基準性に

関して取りうる方法としていかなるものが考え

うるのか､ということについては検討が必要で

あると思われる｡これに関しては､Herzigund

B証[2003]において以下のような類型が提示さ

れている (HerzigundBir[2003]S.2)0

(1)縮小モデル(Reduktionsmodell)

このモデルでは､個別決算書に対しては､ド

イツ商法が引き続き適用される｡商法は､従来

どおり､基準性原則を通じて税務計算に影響を

与えるのであり､IFRSの影響は連結決算書に限

定され続ける｡

(2)商法準拠資本維持決算書基準性モデル

(Modellder MaBgeblichkeit der HGBIKapital

erhaltungsbilanz)

このモデルでは､個別決算書-のIFRSの適用

は少なくとも許容はされる｡ただし､無制限に

適用されるわけではなく､資本会社 (および資

本会社&Co.)は､引き続き､商法の規則に従っ

て商法準拠資本維持決算書の作成が義務づけら

れる｡したがって実質的な基準性は維持され､

そのもとで課税所得計算はこの商法準拠資本維

持決算書と結びつきを持つことになる｡

(3)IFRS基準性モデル(ModellderIAS-MaBgebli

chkeit)7

このモデルでは､IFRSが個別決算書において

も (強制的に)適用されうる｡そして､IFRS準

拠の個別決算書が基準性原則を通じて税務計算

の基礎にもなる｡

(4)分離モデル(Trennungs-oderAbkopplung5

modell)

このモデルでは､基準性原則は廃止され､課

税所得計算は商法規則から分離される｡

2-2.各類型の含意

(1)の縮小モデルをとれば､ ドイツにおいて

伝統的に適用されてきた基準性原則は維持され

る｡すなわち､税務計算の基礎となるのはドイ

ツ商法に準拠した決算書のみであり､個別決算

書-のIFRSの適用はなされない｡

(2)の商法準拠資本維持決算書基準性モデル

をとれば､個別決算書-のIFRS適用は認められ

るものの､その場合でも､それとは別に商法準

拠の決算書を同時に作成する必要があり､これ

に基づいて課税所得計算が行われる｡したがっ

て､当該モデルでは､IFRSの適用について可能

性が開かれているが､商法決算書-の基準性原

則は維持される｡ ドイツにおいて重視される資

本維持目的には､IFRSは適さないとの思考が､

当該モデルの背景にあると考えられる (そのた

め､商法準拠の決算書を資本維持決算書と呼ん

でいる)｡

(3)のIFRS基準性モデルをとれば､IFRSの個

別決算書-の適用は義務となる｡そして､基準

性原則は維持されるが､当該原則の内容は､伝

統的な意味でのそれとは異なったものとなる｡

基準性原則は､伝統的に､ドイツ商法に準拠し

た決算書の､課税所得計算に対する基準性を意

味していたが､当該モデルにおける基準性は､

IFRS準拠の決算書の､課税所得計算に対する基

準性を意味することとなる8｡

(4)の分離モデルをとれば､基準性原則は廃

止され､課税所得計算のために､税法において

独立の規定が作成されることになる｡

以上､各類型が採用されたとした場合に､そ

IHerzigundBb:r[2003]ではIASと表記されているが､本稿ではIFRSとしている｡

8 ドイツでは､基準性原則に基づき､統一決算書 (Einheitsbilanz､商法の規則にも税法の規則にも同時に合致した､

1つの決算書)を作成する選択権が与えられている (Wb'heundDb'ring[2008]S.725)が､IFRS基準性をとれば､かか

る統一決算書の概念は事実上､新しい性格を持つことになる (HerzigundB;r[2003]S.4)0
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れぞれ ドイツ会計にいかなる変化が想定される

かについて考えたが､この4つの類型のうちで､

今後､ドイツにおいてとられうるものとしては､

どの型が考えられるのであろうか｡

まず縮小モデルであるが､将来的にこのモデ

ルが取られることは考えにくい｡すでにドイツ

では､会計法改革法 (BilReG)によって資本市

場指向的企業の連結決算書にはIFRSの適用が義

務づけられ､個別決算書についても､商法準拠

の決算書作成は相変わらず義務とはいえ､それ

に加えて､情報提供目的においてIFRS準拠の決

算書を作成することが認められている｡利益を

計算し､課税の基礎となる､という従来の機能

に加え､情報提供という機能が ドイツで､個別

決算書においても､認識されるようになってき

ているのである｡

このように考えると､2番目の類型である商

法準拠資本維持決算書基準性モデルが､ ドイツ

の取っている現行の体制であると考えられる｡

このモデルは､個別決算書について､資本維持

を通じた債権者保護を目的とする商法-の準拠

を義務とし､その一方でIFRSに基づいたものの

作成も許容する､というものであり､これは現

行の会計法改革法が規定している状況と一致す

ると考えてよいであろう｡ただし､まさしくこ

の会計法改革法や､今般公布された会計法現代

化法がそうであるように､決算書の情報提供機

能を意識した法改正が今後も行われることが予

想されるため､｢商法準拠資本維持決算書基準

性は､移行措置｣ (HerzigundB左r[2003]S.4)

として位置づけられるかもしれない｡

したがって､今後､別のモデルが採用される

ようになる可能性は十分に考えられる｡すなわ

ち､本稿での考察では､IFRS基準性モデル､ま

たは分離モデルのどちらかに移行する可能性が

考えられるのである｡このどちらになるかを考

えることは興味深いことであるが､それについ

ては後述することとし､次章では､視点を変え､

課税所得計算規則の共通化に向けたEUの取り

組みを概観することとしたい｡かかる取り組み

に関する考察は､基準性のあり方に関して示唆

を与えてくれるように思われる｡

3.課税所得計算規則の共通化に向けた

EUの取り組み

EUは､2001年に ｢税務上の障害のない域内

市場に向けて｣ (TowardsanInternalMarket

withouttaxobstacles) (COM(2001)582丘nal,

以下､たんに"COM"と記す)という報告書を

公表し､この中で､EU域内市場において国境

を越えて活動する企業のための､統一的な課税

ベースの形成可能性について検討している｡本

章では､当該報告書にそって､EUで行われた

統一課税ベースをめぐる議論について概観する

こととしたい｡

3-1.共通化の必要性

EUでは､2000年3月の評議会で､｢世界で最

も競争力のある､ダイナミックなナレッジベー

スの経済となること｣との戦略目標が掲げられ

た｡そして､かかる目標の達成のためには､企

業課税 (taxation)が重要な役割を果たしうる｡

このときに､もし域内市場での税制の態様が非

効率性を生んだり､業務遂行者のベネフィット

を阻害するようなことがあれば､それはEUのビ

ジネスの競争力を損なうものであり､上記の目

標に反することになるとしている (COM p.3)｡

このことから､EUは､EU経済の競争力の向

上のためには､経済的効率性 (economice用ciency)

を考慮することが必要であり､そのために､た

とえば､税金のことを考えるあまり経済的意思

決定が歪められるといったことを最小限に抑え

る､あるいは､クロスボーダーな経済活動にとっ

ての不必要に高い遵守コス ト(compliancecost)9

9課税所得計算の方法が異なるために､他国の税務上の規定も考慮しなければならないということに伴う､作業上の

追加的労力等をさすと考えられる｡
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や税制上の障害を回避するなどして､税制の効

率化をはかることが必要との認識を示している

(COM p.5)0

3-2.共通化の方法

上記のような考えから､2001年の報告書では､

課税所得計算の共通化のための方法が考慮され

ている｡それは､具体的には以下の4つの類型

として示されている (COM p.44､向田､松繁

[2005]36ページ)｡

(1)本国課税方式 (HomeStateTaxation)

この方式では､相互承認のもとに､課税ベー

スは､各企業の本国 (すなわち､親会社または

本社が所在している国)の規定に従って算出さ

れる｡当該方式は､課税ベースが十分似通った

国に所在している企業が選択的に適用できるも

の (optionalscheme)としてとらえられる｡

(2)共通課税ベース方式 (CommonConsolidated

BaseTaxation)

この方式では､EUレベルでの単一の課税ベー

スを算定するため､調和化されたEUルールを

新たに設定する｡当該方式も､本国課税方式と

同様に､各国の現行ルールと併存する形での､

選択的な方式としてとらえられる｡

(3)EU法人税方式 (EuropeanCorporateIncome

Tax)

この方式では､EU全体で税金の徴収を行い､

税収入の一部または全部が直接EUに帰属しう

る｡当該方式は､強制的または選択的方式とし

てとらえられる｡

(4)単一EU課税ベース方式 (asingleEUcompany

taxbase)

この方式では､単一のEU課税ベースを設定

し､各国の既存のシステムに代わるものとする｡

すなわち､各国のルールを完全に調和化する方

式である｡

3-3.共通化の方法をめぐる議論

課税所得計算に関する各国のルールの残存の

程度で言えば､(1)の本国課税方式が最も強く､

(4)の単一EU課税ベース方式において最も弱い

といえる｡上記4モデルが提示されたことによ

り､関心は､このうちどのモデルが採用される

のかということになるであろうが､EUでは､

2つのモデル-と議論が絞り込まれた｡それは､

(1)の本国課税方式と､(2)の共通課税ベース方

式である (Herzig[2006b]S.158)100

本国課税方式では､既述のように､課税所得

計算のルールに関して､加盟国間での相互承認

が行われ､ルールの調和化は行われない｡当該

方式は､EU内の隣接する国において限定的な

活動を行う中小企業にとって助けとなると考え

られたため､EUは当該方式が経済的発展-の

刺激になると期待した｡そして､国際的に活動

する中小企業に対し､所属国の課税システムを

任意で適用できるとの規則を具体化するための

プロジェクトを進めようとした｡しかし､これ

は多くの加盟国においで懐疑的に評価され､考

慮の中心からは外れることとなった (Herzig

[2006b]S.158)0

したがって､4つのモデルのうちで主に議論

されているのは､共通課税ベース方式である｡

当該方式は､国境を越えて活動する企業に､オ

プションで､調和化されたEUルールを新たに

提供するものである｡これにより､企業には､

グループ全体にわたっての統一化された税金測

定ベースがもたらされることになる｡そして､

かかる統一化された税金測定ベースは､そのあ

と､各加盟国における経済的単位-と配分され

る (Herzig[2006b]S.158)｡つまり､加盟国間で

共通の課税所得計算方法で企業グループ全体の

課税所得をまず算出し､当該課税所得のうち､

加盟国は自国に帰属する部分について自国のルー

ルに基づいて課税を行うということである｡

かかる共通課税ベース方式に関して考慮され

.oEU法人税方式と単一EU課税ベース方式は､実現可能性が低いものとされた (向田､松繁[2005]36ページ)0
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るべき重要な問題の1つは､企業グループ全体

の課税所得を計算するさいの会計ルールとして､

何が採用されるのかということである｡これに

ついて､EU委員会がとっている姿勢は､IFRS

を課税所得計算のための ｢出発点｣ (starting

point)ととらえるという考え方である｡

たしかに､課税所得計算のEU域内での調和

化をめざすにあたり､伝統的な法形式において､

各国の課税所得計算を並立させることは､あら

ゆる摩擦を生じさせるということが考慮される

べきである (HerzigundBar[2003]S.5) し､ま

た､IFRSが､EU全体にわたって認められた会

計慣行としては唯一のものであることからも､

IFRSを援用することが不可避であるということ

に議論の余地はないと言ってよいのであろう

(Herzig[2006b]S.159)｡ しかし､IFRSを出発点

ととらえることと､｢IFRS基準性｣11とは同義で

はない｡むしろ､EU委員会の作業グループは､

IFRSを出発点としつつも､IFRS-の参照指示を

含まない､独自の課税所得計算規則をつくるこ

とに賛成を表明している｡つまり､IFRSに与え

られる機能は､EU全体にわたって受け入れら

れた､議論の出発点としての役割であって､E

Uとしてめざすのは､EU独自の課税所得計算規

則であるということである｡EUは､調和化さ

れた税金測定ベースとして､IFRS基準性は適切

でないと考えているのである (Herzig[2006a]S.

558,Herzig[2006b]S.160)0

4.1FRS基準性の採用可能性

第3章に見たように､EUでは､多国籍企業

にとっての税務上の障害を取り除くため､域内

での統一的な課税所得計算規則の設定が検討さ

れた｡そのさい､課税所得計算の基礎となる会

計ルールとしては､IFRSを出発点とはするが､

それに完全に依拠するのではなく､むしろ､そ

れを援用しつつEU独自の課税所得計算規則を

作成するという方針が打ち出されている｡

ひるがえって､第2章で見たドイツの基準性

の問題について考えてみると､同様の問題に直

面しているように思われる｡それは､ひとこと

でいえば､肝RS基準性を採用するのか否かとい

う問題であると言えよう｡

4-1.1FRS基準性のメリット

IFRS基準性をとれば､情報提供目的にも､ま

た､税金計算目的にもIFRSのみの適用ですむた

め､企業にとっては､コス ト節約的であると言

えるかもしれない｡この点で､IFRS基準性を採

用することには､たしかにメリットがあると考

えられる｡しかし､このメリットも､企業の規

模や市場指向性を考慮して判断しなければなら

ないだろう｡

市場指向的な資本会社は､IFRS基準性が採用

された場合､相対的に大きなメリットを享受す

ることができるだろう｡会計法改革法によって

規定された現行の体制において､この種の企業

については､すでに連結決算書にはIFRS-の準

拠が義務づけられており､個別決算書において

も､商法-の準拠義務は依然としてあるが､情

報提供目的のためにIFRS準拠の決算書を開示す

ることが認められている｡ここから､市場指向

的な資本会社にとっては､IFRS基準性を採用す

るコストは比較的少ないと思われる｡

しかし､非市場指向的な企業にとっては､IF

RSに準拠して決算書を作成することが義務づ

けられているわけではなく､またそのための経

済的な動機もない｡この種の企業には､ ドイツ

商法の適用可能性を残しておくことが､過小評

価できない簡略化効果 (Vereinfachungswirkung)

をもつと考えられる (Arbeitskreis[2002]S.2376-

2377)｡非市場指向的企業にとっては､IFRS準

拠-の移行は､簡略化効果を失うことになり､

それは､いいかえれば遵守コストが増大すると

)12-1.でも見たように､IFRS基準性とは､課税所得計算規則が､iFRS規則またはIFRS準拠の決算書-の参照指示

(Verweis)を含むという意味である (Herzig[2006b]S.159)0
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いうことである｡この点で､IFRS基準性が採用

されることのメリットは小さいといえるだろう｡

412.1FRSの問題点

IFRSの､ ドイツ商法と比較したときの問題点

も指摘されている｡IFRS準拠決算書は､HGB

準拠個別決算書との比較で言えば､借方計上可

能性 (Aktivierungspotential)が広く認められ､

貸方計上可能性 (Passivierungsm6glichkeit)は

狭くなっている｡また､未実現利益を計上でき

る可能性がある (Arbeitskreis[2002]S.2374,2379)0

これらの特徴は､ドイツ商法の伝統において規

定されてきた､実現した収益のみを受け入れ､

ありうる経済的義務は貸方記入するという慎重

な､債権者保護にかなう利益測定に反するもの

であり､IFRS準拠の決算書は､配当のための尺

度 として適切ではないといえる (Arbeitskreis

[2002]S.2374,2381)｡

上記のようなIFRSの特徴は､例としては公正

価値評価に表れるであろう｡これに関しては､

以下のような指摘がなされている｡

公正価値評価は伝統的な取得原価による評価

から､市場評価-とパラダイム転換を起こすも

のである｡たしかに､資産を時価で評価したり､

未実現の価値上昇を損益計算書において収益と

して表示することは情報提供という側面で見れ

ば目的にかなっているといえるが､税務的な適

切性は疑わしい｡公正価値評価により､未実現

の利益に対して課税がなされる可能性が出てく

るからである｡これは､課税の均等性 (Gleich

m左Bigkeit)の点で問題がある (Herzigund翫r

[2003]S.5)｡税務会計では､そもそも､その目

的として､情報提供機能は想定されていない ｡

税務会計は､企業利益の算出に関して､税務目

的に沿った均等性と､できるかぎりの期間的適

切性を指向しているのである(Arbeitskreis[2002]

S.2379)｡この意味で､公正価値評価は､決算

書に利害をもつ投資家以外の利害関係者の情報

要求を否定するものと言わざるをえない (Reuther

[2007]S.317)｡

4-3.課税の均等性および法形式上の問題

上に述べたように､IFRSに基づけば､基準性

の原則は課税の均等性の原則に反する危険性が

あるという (KahleundDahlke[2007]S.313)0

ドイツでは､所有権が憲法 (基本法)により保

障されており､それに何らかの制限を加える場

合は､法律上の根拠をもって行わなければなら

ないものとされている｡ ドイツ基本法では､以

下のように定められている｡

基本法第14条第 1項

所有権と相続権は保障される｡その内容と制

限は､法律によって定められる｡

基本法第14条第3項

公用徴収は､公共の福祉のためにのみ許容さ

れる｡公用徴収は､補償の方法と範囲を定めた

法律ないし法律上の根拠によってのみ行うこと

が許される｡補償は､公共の利益と徴収当事者

の利益との公正な比較考量により決定されなけ

ればならない｡補償の額について法的手段によ

り争 う場合は､通常裁判所を利用することがで

きる｡

また､｢法の前の平等｣が基本法第3条第 1

項において規定されているので､法律に基づき､

すべての者が同等の取扱いを受けなければなら

ないものと解される｡

かかる条件をふまえてIFRS基準性について見

てみると､まず､前節で述べた公正価値が問題

となる｡これに関しては､｢課税が信頼性のな

い価値評価と結びつけられれば､経済的担税能

力の指標としての利益の比較可能性が損なわれ､

それとともに､不公平な処理をしてしまう危険

性が､収入の不均一な評価によって､高められ

てしまう｣(Arbeitskreis[2002]S.2379-2380) と

の指摘がある｡前節でも見たように､公正価値

による評価がなされれば､未実現利益が計上さ

れ､それに対しても課税が行われる可能性があ

る｡すると､ある2者間で､実現利益は同額で
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あるにもかかわらず､課税額が異なるという状

態になることも考えられ､これは課税の均等性

に反することにもなりかねないといえよう｡

さらに､IFRS基準性には､法形式上の問題点

もある｡税金を徴収することは､上に示した基

本法において保障されている､財産の所有権に

制約を課すことであると考えられるため､それ

には法律上の根拠が必要である｡つまり､｢立

法機関12を通過したという形での正統性 (Legiti

mation)が必ず必要である｣ (HerzigundB左r

[2003]S.4)と考えられるのである｡

IFRS基準性をとれば､課税所得計算は､プラ

イベー トの基準設定機関の作成した規則と結び

つけられることになる｡たとえIFRSがEUの承

認手続を経たものであるとしても､上記のよう

な条件が満たされているかどうかは疑わしい

(IlerzigundBirl2003]S.4,Arbeitskreisl2002]S,

2379)｡この点で､IFRS基準性は､法形式上の

問題点も抱えているといえる｡

5.おわりに

本稿では､2007年11月にドイツ連邦法務省よ

り公表されたBilMoG法案において､IFRSに準

拠した個別決算書の作成が可能となるような条

項が提案されていたことに注目し､ ドイツ会計

の基礎をなす原則の1つである基準性の原則に

関して､今後どのような変化が考えられるのか

について考察してきた｡

第 2章では基準性の4類型をあげたが､2-2.

にも見たように､現行の体制は商法準拠資本維

持決算書基準性モデルであるといえる｡2009年

5月に公布されたBilMoGには当初連邦法務省に

より提起されていた商法改正案第264e条が含ま

れていないことから､当面は現行の体制が維持

されると予想されるが､これも恒久的なもので

はなく､むしろ国際会計基準導入に伴う制度転

換の一過程であると考えられる｡そこで､今後

考えうる変化としては､2-2.に見たように､IF

RS基準性モデル､または分離モデルが想定さ

れる｡しかし､第4章にも見たように､IFRS基

準性には､さまざまな問題点があることがわかっ

た｡したがって､残る可能性は分離モデルとい

うことになる｡

分離モデルをとれば､基準性原則は廃止され､

課税所得計算のために､税法において独立の規

定が作成されることになる｡独立の課税所得計

算を導入すれば､情報提供目的､配当および課

税目的など､目的別に会計システムを発展させ

ることができるようになるというメリットがあ

る｡そして､IFRS準拠の個別決算書を導入する

さいの障害が取り除かれることになると思われ

る (Herzig[2006a]S.560)｡

しかし､他方で､分離モデルのもとで個別決

算書にIFRSが導入されると､商法と税法とで全

く異なる会計数値が算出される可能性もあり､

どちらが企業の経済的状態を示したものと言え

るのか､という問題が出てくるかもしれない｡

また､基準性原則のもとでは､基本的に､商法

準拠の決算書を作成すれば､そこから税金計算

がなされていたが､税金計算が分離されると､

税務目的のために別の決算書を作成しなければ

ならないというコス トの問題もあるであろう

(Herzig[2006a]S.560)0

かかる問題点を解消するためには､税法にお

ける課税所得計算規則の設定において､多少な

りともIFRSを考慮しなければならないであろう｡

そのときに､第3章で見た､EU委員会のとる

｢出発点としてのIFRS｣ という考え方は参考に

なると思われる｡IFRSにそのまま準拠するので

はなく､それを参考にし､議論の出発点として

独自の規則を設定するという考え方である｡こ

れにより､商法と税法の計算規則が大きく異な

ることから生じるコス トをいくぶん削減するこ

とができるであろう｡

分離モデルをとることは､基準性の原則の廃

止を意味するため､大きな制度変化を引き起こ

すことになる｡そのため､導入には困難が伴う

12 ここでの立法機関とは､連邦議会 (Bundestag)と連邦参議院 (BundeSrat)が想定されている｡
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ことも考えられるが､IFRSが個別決算書にも適

用 されるようになることを想定 した とき､十分

に検討に値す るのではないだろ うか｡
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